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 ガス事業法３条の規定に基づき一般ガス事
業者としての許可を得ている者、同法第37条
の７の２第１項の規定に基づきガス導管事業
者としての届け出を行っている者、又は同法
第37条の９第１項の規定に基づき大口ガス事
業者としての届け出を行っている者であるこ
と。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する業者又はこれに準ずるものとして、
建設工事及び測量等、物品の販売及び役務の
提供等の調達契約からの排除要請があり、当
該状態が継続している者でないこと。
 契約担当役等から取引停止の措置を受けて
いる期間中の者でないこと。
 その他、入札説明書に定める競争参加資格
を有すること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒3050006 茨城県つくば市天王台３１
国立研究開発法人防災科学技術研究所総務
部総務グループ契約チーム 今関 誠司 電
話0298637741
 入札説明書の交付方法 第39号に同じ。
 入札説明会の日時及び場所 平成27年11月
11日15時00分 国立研究開発法人防災科学技
術研究所 兵庫耐震工学研究センター 小会
議室（兵庫県三木市志染町三津田西亀屋
150121）
 入札書の受領期限 第39号に同じ。
 開札の日時及び場所 平成27年12月15日14
時30分 国立研究開発法人防災科学技術研究
所 第５会議室（茨城県つくば市天王台３
１）

４ その他 第39号に同じ。
５ Summary

 The same with the notice : above (No.39)

 Classification of the products to be pur‑

chased : 26

 Nature and quantity of the services to be

required : About 800,000 Citygas supply

for E‑Defense 1 set

 Delivery period : From 1 April 2016 to 31

March 2017.

 Delivery place : National Research Insti‑

tute for Earth Science and Disaster Preven‑

tion, Hyogo Earthquake Engineering

Research Center, 150121, Nishikameya,
Mitsuda, Shijimi‑cho, Miki‑shi, Hyogo‑ken,

6730515, Japan.
 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under clause 1 Article 4 of the

Regulation concerning the Contact for

National Research Institute for Earth

Science and Disaster Prevention. Furt‑

hermore, minors, Person under Con‑

servatorship or Person under Assistance

that obtained the consent necessary for

concluding a contract may be applicable

under cases of special reasons within the

said clause.

 not come under clause 2 Article 4 of the

Regulation concerning the Contact for

National Research Institute for Earth

Science and Disaster Prevention.

 have the Grade A, Grade B, Grade C or

Grade D qualification during fiscal

2013・2014・2015 sales of product for
participating in tenders by Single qualifi‑

cation for every ministry and agency.

 not be currently under a suspension of

business order as instructed by the Ob‑

ligating Officer.

 meet the qualification requirements in

the specification.

 The same with the notice : above (No.39)

 Contact point for the notice : Seiji

Imazeki, Contracy Team, General Affairs

Department, National Research Institute

for Earth Science and Disaster Prevention,

31 Tennodai Tsukuba City Ibaraki Pre‑
fecture. 3050006 Japan. TEL 029863
7741

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
平成 27 年 10 月 23 日
国立研究開発法人理化学研究所
和光事業所 経理部長 川鍋 隆

◎調達機関番号 572 ◎所在地番号 11
〇27 第 34 号
１ 調達内容
 品目分類番号 78
 購入等件名及び数量 和光地区研究排水処
理設備（一般実験系排水・中水処理等）等運
転・維持管理業務 一式
 調達案件の特質等 入札説明書及び仕様書
のとおり。
 履行期間 平成28年４月１日から平成30年
３月31日
 履行場所 入札説明書のとおり。
２ 競争参加資格
 国立研究開発法人理化学研究所契約事務取
扱細則第５条の規定に該当しない者であるこ
と。
 国立研究開発法人理化学研究所競争契約参
加資格又は国の競争参加資格（全省庁統一資
格）のいずれかにおいて、平成27年度に「役
務の提供等」の「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」の等
級に格付けされている者であること。
 仕様書に規定する条件を全て満たすサービ
スを提供できること。

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に求められる義務 この一般競争に
参加する者は、本公告に示した役務を提供で
きることを証明する書類を受領期限までに提
出しなければならない。なお、入札者は、開
札日の前日までの間において、提出書類に関
し説明を求められた場合は、それに応じなけ
ればならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、提出書類又は一般競争
参加資格審査申請書に虚偽の記載を行った者
のした入札及び入札に関する条件に違反した
入札は無効とする。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 当研究所の定める予定
価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効
な入札を行った者を落札者とする。ただし、
落札者となるべき者の入札価格によっては、
その者により当該契約の内容に適合した履行
がなされないおそれがあると認められると
き、又はその者と契約を締結することが公正
な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあっ
て著しく不適当であると認められるときは、
予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札
した他の者のうち最低の価格をもって入札し
た者を落札者とすることがある。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合せ先
〒3510198 埼玉県和光市広沢２番１号
国立研究開発法人理化学研究所 経理部契約
課 椿坂 真由 電話0484679775
 入札説明書及び仕様書の交付方法 本公告
の日から下記で示す日時まで、弊所ホーム
ページにて交付する。
 現場説明会の日時 平成27年11月４日10時
00分からもしくは同日14時00分から
 入札説明書で指定する書類（以下「提出書
類」という。）の提出期間、場所及び方法 平
成27年12月17日までの休日を除く９時30分か
ら17時00分の間に、上記に持参すること。
ただし、最終日は15時00分まで。

 入札・開札の日時、場所及び入札金額を記
載した書類（以下「入札書」という。）の提出
方法 入札者は、平成28年１月14日15時00分
に国立研究開発法人理化学研究所研究本館３
階335／337号室へ持参し提出すること。
 入札方法 入札書をもって申し込むこと。
なお、落札決定に当たっては、入札書に記載
された金額に当該金額の８パーセントに相当
する額を加算した金額（当該金額に１円未満
の端数が生じた場合は、切り捨てた金額とす
る。）をもって落札価格とするので、入札者は、
消費税に係る課税事業者であるか免税事業者
であるかを問わず、見積もった金額の108分
の100に相当する金額を入札書に記載するこ
と。





		2015-10-22T15:03:47+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




